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令和5年(ヨ)第768号 ウエブサイト肖l1除等命令申立事件

債権者

債務者 宮部龍彦

答 弁 書

令和5年11月28日

大阪地方裁判所第1民事部 御中

T 252-0021

神奈川県座間市緑ケ丘6丁目1-23

102号レーベンハイム緑ケ丘エアーズ

電話080-1442-9 144

FAX O50-6877-5434

債務者 宮部龍彦

第1申立ての趣旨に対する答弁

1 債権者の申立てをいずれも却下する。

2 申立費用は債権者らの負担とする。

第2 本件申立てについて

1 本件申立ては民事保全の目的を逸脱したものであり､権利の濫用である

民事保全は｢民事訴訟の翻案の権利の実現｣(民事保全法1条)を目的とし

て行うものだが､本件申立は明らかに債権者らの政治的アピールと、既成事

実の猫得を目的としている。

(1)債権者らが本件申立を即時に広く知らせている

乙lに示す通り､債権者らは本件申立を行った日に､大阪地裁の前で

垂れ幕を掲げて行進する様子をメディアに取材させ､その主張を大きく
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報道させた.その過程で債務者は大阪地裁の記者クラブからコメントを求

められており､本件申立の事実を即日知ることになった。

情報の肖1除を求める申立てなのであるから､債権者自ら申立ての事実

を即日拡散することは､債務者が対抗策として情報を拡散させる等の行

為を誘発することから、通常はやらないことである．特に本件では、ほぼ

債権者側の主張が一方的にメディアに垂れ流されている状況であるから、

債務者側もそれに対して反論せざるを得なくなった。

(2)政治的な対立が背景にある

債権者が認める通り､債権者らが関係する部落解放同盟と債務者は別

件の裁判で係争中である｡それだけではなく、部落問題の現状認識や解

決方法を巡ってイデオロギー的な対立状態にある。

解放同盟は債務者らの顔写真を掲載した手配書のようなものを配布す

る行為にも及んでおり(乙2)、対立は感情的なものになっている。

(3)債権者らには、自らの主張の既成事実化と､議論を封じる意図がある

民事保全事件は記録が公開される必要がなく、口頭弁論を必要とせず、

本訴よりも要件が緩く、決定理由の詳細を示す必要がない｡そこで､まず

仮処分を認めさせ､その事実をもって債権者らの主張を裁判所が全面的

に認めたかのようにミスリードする記事をメディアに報道させ､債権者らの

主張を既成事実化させようとすることが出来てしまう｡本件申立てをメディ

アに報道させた経緯からも、債権者らにそのような意図があることは明白

である。

債権者らの目的は財産の保全ではなく、裁判所に対する踏み絵である。

本件申立てを裁判所に認めさせることで債務者のみならず、国民全般

に対して､債権者の主張に反するような報道や議論を封じることを狙って
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いる。

逆に裁判所が本件申立てを認めなくても､債権者らが｢裁判所が差別

をした｣と騒いで､政治的な活動の理由にしようとしている。

また､後述の通り､債権者はむしろ｢部落差別｣の存在により利益を得る

立場にあり、部落に住むと本人のみならず子孫や親戚まで差別を受ける

と裁判所に認定させることで､一種の身分制度を固定化させようとしてい

る。

債権者らの行為は､司法を愚弄し､裁判所を政治に巻き込み､部落差

別を持ち出すことで裁判所がどこまで本来の法律から外れた判断をしよう

とするか､挑戦しているものである。

(4)保全が効果を生ずる時期を逸している

本件ウェブページが掲載されてから既に2年が経過しており、民事保全

の本旨である迅速な手続きを行うためには､既に時期を逸している。

債権者は本件ウェブページに係る地域(当該地域)との関係で､特別な利害

があること

債権者は部落解放同盟大阪府連合会の役員であり､府外の部落から富田

林市の部落に移住したと称している(乙3)。また、「一般社団法人富田林市

人権協議会｣の役員でもあり(乙4)、富田林市の同和行政に深く関わってい

る。

2020年まで､部落解放同盟が当該地域にある｢富田林市立人権文化センタ

ー｣の一室を不法占拠していた実態があった(乙5)。

債権者は部落解放同盟の活動家として繰り返し機関紙に登場している(乙6

ないし乙10)。債権者は当該地域や同和行政や部落解放運動との関係で単

なる一般人ではなく､極めて特異な立場である。
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一般社団法人富田林市人権協議会は富田林市から｢富田林市地域人権学

習･交流事業補助金｣として2022年に市から400万円の補助金の交付を受

けている(乙11，乙22の6)。また､詳細は後述するが､一般社団法人富田

林市人権協議会は本件ウェブページに掲載されている市営住宅(若松団地）

の管理を委託されており､最近まで市営住宅の使用料の徴収を代行している

実態があった。

このように､債権者と当該地域と関連する同和行政との関係には特筆すべ

き実態があり、それについて議論するためには当該地域が同和地区であるこ

とは言及が避けられず､むしろ言及しなければならないことである｡実際、乙5

の記事には若松1丁目と当該地域の地名が明示されているし､そうでなくとも、

施設、団体､施策の名称等の同和事業に係る固有名詞を出せば､具体的に

それが当該地域にあるものだと容易に分かる。

当該地域を債権者らが部落ないし同和地区として公表してきたこと3

甲1号証の本件ウェブページ自体から分かる通り当該地域には､同和事業

が行われたことを示す石碑があり､人権文化センターには水平社宣言が刻ま

れている。これは例えるなら顔面の入れ墨のようなものであり｡債権者の申立

ては｢自身の顔面に入れ墨があることを公言するな｣と他人に強制するくらい

に違和感のあることである。

ごく最近の2023年7月15日に､水平社運動が行われたことを示す石碑を

債権者らが当該地域の寺の前に新たに設置している(乙12)。

債権者は雑誌『部落解放研究｣2019年3月号で当該地域を｢今も､部落差

別が存在し､闘い続けている地域｣として紹介している(乙13)。

また､部落解放同盟では過去に当該地域を繰り返し部落ないし同和地区と

して機関紙に掲載している(乙14ないし乙17)。
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そして､一般社団法人富田林市人権協議会のウェブサイトでは実質的に当

該地域が同和地区だと分かる形で掲載している(乙18の1, 18の2)｡

このことから､債権者が本件ウェブページにより損害を被っているとは考えら

れず､部落問題を口実にして､債務者と同様の行為を債権者がしても許され、

部落問題や同和行政に関する情報や議論全般を自身が支配できるような不

公平な判断を裁判所にさせるという、司法に対する挑戦を行っていることが強

く疑われる｡その効果として､債権者が富田林市の公金により行っている事業

に対して､批判を受けにくくすることを狙っている。

申立ての趣旨が暖昧であり､実質的な効果がない

通常はこの類の削除申立ては具体的な記述を対象とするものである。

しかし､本件申立ては具体的な記述を特定せずに､本件ウェブページ全体

の削除を求めるのであるから､再掲載を禁止する趣旨と考えられる｢申立の趣

旨2｣が禁止する行為に具体性がない｡例えば表題や一部の記述を変えるか、

あるいは当該地域を再探訪して再度記事を各行為も禁止行為に該当しない

と解することが出来､意味をなしていない。

このことから､債権者の目的は財産の保全ではなく､裁判所に保全命令を

出させた実績を作ることそのものが目的であることが強く疑われる。

｢差別｣の定義が理不尽化､先鋭化している

債権者は｢差別されない権利｣なるものを主張しているが､その内実は｢差別」

という言葉からして定義が暖昧である。

また､差別や人権という概念について､本件のように正しい情報や自由な議

論を阻害するような動きがあるため､事実上部落解放同盟等の特定の団体の

意に沿わない議論が出来にくい状況があり、ますます先鋭化している｡特に

昨今では｢マイクロアグレッション｣という概念が喧伝されており､もはや｢差別
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しないことは差別｣と言えてしまうほどに理不尽化している(乙19，20の1, 20

の2)。

債権者の言うような｢差別｣の問題に寄り添えば際限がないので､裁判所は

あくまで法律に沿って判断しなければならない。

第3申立ての理由に対する答弁

｢第1事案の概要｣について1

1ないし3段落目については否認する｡これらは､債権者自身の考えを､あ

たかも債務者が言っているかのように記述した､一種の｢藁人形論法｣である。

1段落目について､本件ウェブページには特定の地域を｢被差別部落｣とす

る内容は存在しない。「被差別部落｣という言葉は､ことさら差別を主張するた

めに債権者が所属する部落解放同盟の立場で使用される政治的な用語であ

る｡そのため､債務者は単に｢部落｣との用語を使っている。

2段落目について､債務者が差別を社会的に拡大させる意図はないし､現

に差別が拡大されている事実もない。

3段落目は､明らかに虚偽の主張である｡債権者らは部落解放同盟や関連

団体の構成員として、当該地域を債権者らがいうところの｢被差別部落｣と印

象づける活動を行っており、そのような者が本件ウェブページによって差別の

恐怖を感じることはあり得ない。

｢第2当事者について｣について

(1)「債権者｣について

1段落目については不知。

2段落目については認める。

(2)「債務者｣について

2
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3ないし6段目については否認する｡その余は認める。

3段落目について､少なくとも､掲載当時閲覧制限の対象とした書面に

ついては掲載していない。

4，5，6段目について､債権者らの思い込みないしは想像に過ぎず､そ

のような事実はない。

3「第3被保全権利の存在｣について

（1）「1債権者についての具体的な権利侵害の事実｣について

ア‘「(1)本件ウェブページが被差別部落を特定し暴露する記事で構成され

ていること｣について

否認する。

前述の通り｢被差別部落｣は部落解放同盟の政治的用語である｡債務

者は｢部落探訪｣ないしは｢人権探訪｣した地域を個別に検証しているの

であって､一律に｢被差別｣という認定はしていない｡むしろ｢被差別｣と

認定しているのは債権者らである。

イ．「(2)本件ウェブページが若松一丁目を被差別部落と特定し暴露する内

容であること｣について

否認する。

「被差別部落｣という用語については上記の説明の通りである。

他の主張も債権者の想像に過ぎず､事実ではない。なお、「そもそも

賎民の村ではなく、水平社によってでっち上げられた部落｣という伝聞

は実際に読者から示現舎のメールフォームに送られていたものである

（乙21)。

ウ．「(3)本件ウェブページが被差別部落に対する差別を内容としていること」

について
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否認する。

本件ウェブページは単に地域についての事実を記載したものである。

債権者はそれらの事実を否定していない｡債権者の主張は､債権者自

像に過ぎない。

放同盟に流れ､解

､債務者が実際に

身が最大限の悪意を持って解釈した主観ないしは想

なお、 ｢若松団地に入居すると入居者の情報は解

放新聞の購読を求められるという。」記述については

富田林在住者から聞いたことであり､平成28年9月富田林市議会の会

議録に｢若松町にある市営住宅の｢住宅管理｣を人権協議会に委託して

います｡家賃徴収が委託業務に含まれ､その際に､運動団体である部

落解放同盟の同盟費や解放新聞の新聞代が同時に集金されていまし

た｡そして､その業務は住民が交代で集金していたため、生活保護世

帯や､減免世帯などの情報とともに誰が解放同盟員かが知られてしまう

など､重大なプライバシー侵害問題を引き起こし､集金を担当した人に

は委託料が支払われていなかったことも明らかになりました｣という議員

の発言があり(乙22の1)、概ねそのような実態が事実であることの裏付

けがある。

令和2年12月の同会議録によれば市職員が一般社団法人富田林市

人権協議会に対して｢住宅管理業務委託の中には､若松団地における

市営住宅使用料の集金業務が含まれております｣と認めている(乙22

の2)。

そして､本件ウェブページが掲載された後のことである､令和4年6月

の同会議録によれば､上記の集金業務が廃止されたことを本件ウェブ

ページでも使われた｢アバンギャルド｣という言葉を交えて議員が皮肉め

いて発言している(乙22の3)。
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令和5年6月の同会議録によれば｢若松団地につきましては､人権協

議会に随意契約という形で管理を委託しております。甲田住宅､錦織住

宅につきましては､地元住民の団体さんで､住宅管理組合を構成され

ておられまして､そちらのほうに管理運営を委託しております｡そういっ

たぱらぱらといいますか管理方法が異なっておる状況がございます｣と

いう市職員の発言があり､若松団地だけが他の地域と違う特殊な扱いを

されていることが分かる(乙22の4)。

また､水平社宣言が刻まれた人権文化センターについては､入札で

落札した業者が失格となり､建設費が増えたこと等が不可解であると市

議会で追及されたことがあった(乙22の8，22の5，22の7)。

債権者は部落解放同盟の役員であると同時に一般社団法人富田林

市人権協議会の理事であるのだから､債権者は上記の不適切な実態を

放置してきた立場であり､債務者に対して私怨を抱く動機が十分にあり、

債権者の主張は公平なものではない。

このように､本件ウェブページの背景には誠実な事前調査と現地確認

のプロセスがあり､いたずらに地域の状況を暴露する目的のものではな

い｡実際に富田林市の市議会議員等もその内容を意識し､政策にも影

響したことが強く推認され､公益に寄与するものであることが明らかであ

る。

エ．「(4)本件ウェブページが債権者の差別されない権利を侵害すること｣に

ついて

争う。

地域の風景や歴史､実情は個人の所有物ではない｡それは債権者ら

のいう｢被差別部落｣であっても変わることはない。
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(2)「2差別されない権利｣について

ア．「(1)全国部落調査裁判東京高裁判決による｢差別されない権利｣」に

ついて

争う。

債権者のいう東京高裁判決は､主としていわゆる『部落地名総鑑』の

もととなった『全国部落調査｣に対して争われたものであって､個別の部

落を探訪してその記録を公開する行為に対しては射程外である。「差別

されない権利｣は判決文の用語ではなく､債権者らによる独自の用語と

解釈のことである。

全国部落調査裁判では､いわゆる部落探訪に特定の原告の家屋や

自動車が映り込んだことが争われているが､これについては｢法的に保

護されるべき権利や利益を具体的に侵害したとは認められない｣と判示

されている(甲2号証､49頁)。

なお､全国部落調査裁判では､第一審でも第二審でも､原告側の旗

色が悪くなると判決直前になって裁判官が交代させられた事実があり、

極めて不公正なものである｡全国部落調査裁判は現在原告被告双方

が最高裁に上告しており、現時点では未確定である。

イ．「(2)法務省依命通知による｢差別されない権利｣｣について

争う。

依命通知は行政内の通達であって､国民の権利関係に影響を与える

ものではない｡無論､裁判所を拘束するものでもない。

(3)「3現在も続く深刻な部落差別｣につて

否認する。

本件ウェブページでは当該地域についての具体的な事実を詳述したも
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のである。当該地域を勝手に｢被差別部落｣なる地域にカテゴリ分けし、

「被差別部落｣についての風評に過ぎない一般論を適用しようとする債権

者の主張自体が不当な一般化であり､偏見そのものである。

(4)「4「部落地名総鑑｣の問題性｣について

本件ウェブページは当該地域の実情を詳述したものであって､いわゆ

る｢部落地名総鑑｣とは無関係であり､債権者らの主張は趣旨不明確であ

り、論評できない。

(5)「5「部落探訪｣の経緯と問題性｣について

事実関係は認めるが､債権者の解釈は悪意に満ちたものである。

時系列で言えば、「部落探訪｣の初出は2015年12月18日の東京都

荒川区荒川8丁目であり､その元になったのは部落解放同盟東京都連

合会の関連団体が出版した｢荒川の部落史 まち．くらし･しごと｣である

（乙23)。

債務者が全国部落調査を公開し、関連訴訟が提起されたのはその翌

年のことである｡従って､偶然掲載時期が重なったのであって､直接の関

連性はない。富田林市を訪れたのも、読者からリクエストがあったからで

あり､他の意図はない。

なお､YouTubeからの動画削除については､部落解放同盟がYouTube

に対して署名運動をする等､強力な政治的圧力をかけた事実があり(乙

24)、YouTubeは規約違反以外の具体的な理由を明らかにしていない。

｢保全の必要性｣について

争う。

保全が必要ではないことは第1で前述したとおりである。

本件ウェブページが掲載されてから2年間に債権者が懸念したような具

4
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体的な権利侵害の事実が1つも確認されておらず､債権者が具体的な権

利侵害の証拠を提示できずに一般論に終止していることが､民事保全の

必要性がないことを証明している。

債権者の目的は財産の保全ではなく､本件ウェブページを裁判所に削

除させた いう実績を得るというと ､う､専ら政治的なものであるから､緊急性の

民事訴訟の手続きで足りる。高いものとは言えず､正式な

第4 求釈明

本件申立に関連し､以下の事柄が事実であるかどうか､債権者に釈明を求める。

なお､釈明がない場合は､債権者が事実と認識していると債務者は解釈するし、

これらを前提に裁判所が決定を出すのであれば､これらの事実が疎明されたと裁

判所が認定したものと解釈する｡居住移転の自由がある中で､部落解放同盟のよ

うな圧力団体や､ましてや裁判所が｢関わったことを知られると財産権を侵害され

るリスクがある｣と認定する地域の存在についての情報は国民が不利益を回避す

るために必要であるから､それらを知らせることは公共の利益に関わるし､財産権

の侵害を防止するために重要な情報である。

1 債権者と同じように当該地域に移住しその事実を知られると､部落差

別を受け､不利益を被る。

2 移住しなくても、当該地域に本籍地を置いた事実を知られると､部落

差別を受け､不利益を被る。

の部落差別は子孫や親戚にも影響が3 1,2 及ぶ。
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